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１．関東大震災１００年の教訓と三大震災

•関東大震災 (1923.9.1 11:58）M7.9

地震火災 全壊焼失 ４１８,０００棟※

（88%） 死 者 １０５,４００人

•阪神･淡路大震災（1995.1.17 5:45）M7.3

地 震 動 全壊焼失 １１２,０００棟

(94%)  死 者 ５,５００人

•東日本大震災（2011.3.11 14:46）M９.0

津 波 全壊焼失 １２２,０００棟

(97%) 死 者 １８,５００人
※ 東京府の全損被害(222千棟：327千戸)から、全損615千戸による推計棟数（焼失率88%） 2



多発する地震災害・風水害とその複合災害化
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発災日 災 害 Ｍ 震度 死者･不明者(関連死) 負傷者 全壊･全焼・流出 半壊・床上
１９９５.１.１７ 阪神･淡路大震災 ７.3 ７ ５,５０２（９３２人） ４３,７９２人 １１１,９４１棟 １４４,２７４棟
２００４.７.１３～１７ 平成１６年７月新潟・福島豪雨 － － １６人 ４人 ７０棟 ７,５０３棟
２００４.９.４～８ 平成１６年台風1８号 － － ４５人 １,３０１ 人 １０９棟 １,４４６棟
２００４.９.２０～２１ 平成１６年台風２３号 － － ９８人 ５５５人 １５,２３２棟 ７,７７６棟
２００４.１０.２３ 新潟県中越地震 ６.８ ７ １６人（５２人） ４,８０５人 ９０９棟 １２,００９棟
２００４.１２〜２００５.３ 平成１７年 豪雪*１ － － ８６人 ７５８人 ５５棟 １２９棟
２００７.７.１６ 新潟県中越沖地震 ６.８ ６ 強 １１人（４人） ２,３４６人 １,３３１棟 ５,７０９棟
２０１１.３.１１ 東日本大震災・津波*２ ９.０ ７ １８,５２４(３,７９４人) ６,２４２人 １２２,００６棟 ２８４,６５０棟
２０１１.９.３〜５ 平成２３年台風１２号*３ － － ９８人(６人) １１３人 ３８０棟 ８,６５８棟
２０１４.８.１９〜２０ 広島土砂災害*４ － － ７７人（3人） ６８人 １７９棟 １,３０３棟
２０１６.４.１６ 平成２８年熊本地震*５ ７.３ ７ (×２) ５０人（２２６人） ２,８０９人 ８,６６７棟 ３４,８３３棟
２０１６.８.３０ 平成２８年台風１０号*６ － － ２９人（４人） １４人 ５１８棟 ２,５６０棟
２０１７.６.３０〜７.４ 九州北部豪雨*７ － － ４４人（１人） ３９人 ３３８棟 １,３２３棟
２０１８.６.１８ 大阪府北部の地震*８ ６.１ ６ 弱 ５人（１人） ４６２人 ２１棟 ４８６棟
２０１８.６.２８～２９ 平成３０年７月豪雨*９ － － ２７１人(１５人） ４８４人 ６,７８３棟 １８,３２８棟
２０１８.９.４～５ 平成３０年台風２１号*10 － － １４人（－） ９８０人 ６８棟 １,０７７棟
２０１８.９.６ 北海道胆振東部地震*11 ６.７ ７ ４１人（３人） ７８５人 ４７９棟 １,７３６棟
２０１９.１０.１２～１３ 令和元年台風１９号*12 － － １００人（２１人） ３８８人 ３,２６３棟 ３７,７１４棟
２０２０.７.３～４ 令英和２年７月豪雨*13 － － ８６人（２人） ８２人 １,６２７棟 ６,２７６棟

<資料出典＞ ★*1〜*13は総務省消防庁の災害情報. ★平成30年7月豪雨以前の災害関連死3朝日新聞19.1.28
*1今冬の雪の被害状況等2005.3.23 *2東日本大震災2023.3.8第163報／震災関連死者数等2022.3.31(内閣府) *3平成23年台風12
号2017.8.29最終報 *4広島土砂災害2016.6.24第47報 *5熊本地震2019.4.13第121報 *6平成28年台風10号(岩泉)2017.11.8
第43報 *7平成29年九州北部豪雨2018.10.31第77報 *8大阪府北部の地震2019.8.20第32報 *9平成30年7月豪雨(西日本）
2019.8.20第60報 *10平成30年台風21号19.8.20第10報 *11北海道胆振東部地震2022.9.5第121報(道庁） *12令和元年台
風19号2020.10.13第6７報 ＊13令和2年7月豪雨（熊本）2021.11.26第57報 3



２．関東大震災
の震源と

震度(推定＊)

＊破線は推定された震源断層の地表への投影を著す
出典：武村雅之「関東大震災－大東京圏の揺れを知る－」鹿島出版会（2003）

関東地震 （M７.９）
1923年9月1日11:58
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＊集落・町ごとの
住家の被害統計
から全壊率を出
し、現在の震度

を当てはめた。



関東大震災の被害(家屋と人命)

罹災府県
家屋の損壊 死 者・

不明者(人)全 壊(戸) 全 焼(戸)

東 京 府 １６，６８４ ３００，９２４ ７０，３８７

神奈川県 ４６，７１９ ２３７，３３８ ３２，８３８

千 葉 県 １２，８９４ ０ １，３４６

埼 玉 県 ３１５ ０ ３４３

山 梨 県 ２０ ０ ２２

静 岡 県 １５０ ０ ４４４

合 計 ７６，７８２ ５３８，２６２ １０５，３８０

出典：内務省「大正震災志 上編」 5



＜津波高＞
• 下 田 ２.５ｍ
• 伊 東 ８ｍ
• 熱 海 １２ｍ
• 真鶴～三浦 ６ｍ
• 館 山 ９ｍ
• 南房総 ６ｍ
• 東京湾内 １ｍ 6

関東大震災で発生した｢津波｣



２、３階が被災した
丸の内 東京会館

地震の揺れで８階で折れた
１２階建ての凌雲閣 7



右図➡
関東大震災の東京の市街地大火
強風下での火災であったことが、
煙のたなびき方でわかる

左図
阪神・淡路大震災時の朝焼けの中
の神戸の市街地大火。

（場所によっては、風が弱く、煙が
垂直に上がっている）
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関東大震災による
東京の火災(1923)

出火178点うち
初期消火83点
延焼拡大95点

東京市で
21万9千棟焼失
2,700棟全壊

9
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東京の
市街地の拡大

1632 ■
1670 ■
1888 ■
1914 ■

＜関東大震災＞
1945 ■
1986

＜人口＞
東京府405万人
全国6000万人



東京を焼き尽くした地震火災
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内務大臣後藤新平と帝都復興事業

後藤の＜復興之儀（４方針）＞

•遷都すべからず

•復興費用は３０億円を要す

•欧米の最新の都市計画を採用して、
我が国に相応しい新都を造営せざる
べからず

•新都市計画実施のために、 地主に
対し断固たる態度をとらざるべからず

1918年内務大臣後藤新平、内務省に都市計画課設置。1919年都市計画法立法。
1920年11月後藤が東京市長に。1921年｢東京市政刷新要綱(八億円計画)｣否決。
1923年4月、東京市長辞任。９月1日大震災。9月2日内務大臣、復興之儀の立案。

16
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東京市境



帝都復興都市計画事業の成果
復興事業の項目 事業の概要

都市計画 用途地域制度（住居・商業・工業）の導入

土地区画整理事業 約2970ha（焼失区域3465ha） 復興事業区域
面積は、宅地・
道路・公園とで、
合計３５３８haと
なる

道路整備事業
総延長253km（526ha：道路率14→26％）

幹線（幅22m～）52路線・延114km、

公園整備事業 55箇所・約42ha（面積＋16%、1.16㎡/人）

河川運河整備事業 改修11・新設1・埋立1

復興橋梁事業 全424橋（運河河川がネットワーク）

学校不燃化事業 公立121校を不燃化（小公園と隣接配置）

同潤会住宅など、
耐震・不燃化の促進

不良住宅地区改良

・木造住宅（応急仮設2160戸・賃貸3493戸）

・RCｱﾊﾟｰﾄ（15団地2501戸）

・深川猿江裏町、荒川日暮里など 18
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帝都復興事業としての「被災地復興」の評価

• １９１９年都市計画法が立法していたが、１９２３年特別都市計画法を制定し、国務大臣
の後藤は市長で失敗した東京改造計画を“事前復興”として取り組んだ。

• 後藤の計画は財政難から縮小されたものの、基本的には、東京の都市構造は今日まで、
帝都復興事業による整備のままである。

（戦後、路面電車を廃止、地下鉄・首都高速道路が付加された）

• 耐震性のない煉瓦建ての西欧風の街並みから、耐震性のある 鉄筋コンクリート造のア
メリカ風の街並みに変じていった。

• 同潤会は、鉄筋コンクリートの集合住宅という、高層住宅化による戦後の住宅問題の解
決と立地都市化の基本モデルとなった。

• そして、帝都復興事業は、100年後の現在まで、戦災復興事業が出来なかっ
た東京と日本を支えた「都市づくり」であった。

• 一方、復興事業区域の周辺の空地、農地、林地を切り拓いて、復興事業の
マンパワーである被災者等の住居（長屋）が基盤未整備のまま築造され、
木造密集市街地が新たに形成・拡大していったのである。

20



「被災者復興」への社会支援・共助・ボランティアの勃興

• 関東大震災で住まいを全半壊・焼失した“罹災者”は約260万人、住まいが
軽微に被災した“被災者”は70万人という（内務省「大正震災志」）

• この約350万人の被災者の住まいや生活の再生と支援の問題である。

• 個別仮住まいであるバラック撤去のための「小住宅」が提供されたのは全
体の1／４であった。郡部など立地が悪く、自力建設の簡易住宅（バラック）
が個別に、最大時、土地区画整理予定地に23万棟が建てられた。

• 土地区画整理事業の進展とともに、権利者のは仮換地先への移転したが、
多くのバラックが郊外へスプロールし、木造密集市街地を形成した。

• 被災者への社会事業施設として、「職業紹介所」「公衆食堂」「公衆浴場」
「託児場・児童相談所」などが、震災義援金等を活用して提供された。

• 特筆すべきは、帝大・一高の学生ボランティアの活躍である。ボランティア
による「被災者支援」は、関東大震災が日本におけるボランティア元年。

• もう一つが、震災を契機に、隣保共助組織として「町内会」が勃興した。
21



東京の
市街地の郊外拡大
50人/haの人口密度の
拡大過程1872～1960

帝都復興事業区域に形
成された101か所8万6千
人が暮らす「集団バラッ
ク」を撤去するために、
震災義援金による1戸6坪
（20㎡）の小住宅が府市
によって市内周縁部や郡
部に建てられ、今日の木
造住宅密集市街地の形成
につながっていった。

出典：石田頼房（2004) 「日本近現代都市計画の展開」
22 22



東京大空襲
(1945)

４回の空襲

焼失地域
16,230ha
75.9万戸

帝都復興事業期に
形成されていった
木造密集市街地も
空襲で焼失した。

全国戦災地の 27%

23

関東大震災で被災した
東京の帝都復興区域



●区部（母都市）
：350万人

焼失地を含む土地
区画整理を20,000ha

●グリーンベルト
（用途地域無指定地)
で市街地を分節・囲い込む

● 衛星＋外郭都市
：400万人（関東一円)

115戦災都市で、東京は唯一、
２万haの区画整理も1300haの
みで、戦災復興が出来ず、その
事業費で地方の復興を実施。

東京の戦災復興計画

24



帝都復興事業
期に被災者が
周辺地域に分
散し,その住
居を無計画に
建設していっ
た木造密集市
街地は、戦災
で焼失も、戦
災復興できず、
戦後に密集市
街地が再生。

阪神・淡路大震災時木造密集市街地

関東大震災で焼失し
た東京の中心市街地

25



３．阪神・淡路大震災
震度7の都市直下地震

～地震動で現代都市が崩壊～

26
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阪神・淡路大震災の
建物被害と死者

原資料・５学会報告書

建物全壊率の分布

犠牲者の死亡した場所

27



阪神･淡路大震災における犠牲者

死 因 死者数 率

倒壊建物･家
具の圧死等 4,831人 88%

焼 死 等 550人 10%
そ の 他 132人 2%
直 接 死 5,502人 100%
関 連 死 921人 17%
総死者数 6,434人 117%

死亡時刻 死者数 率

1月17日

5:46～6:00
4,429人 92%

6:00～ 385人 8%

合 計 4,814人 100%

火災による焼死を除いて、
直接死の約90％は自宅・家具
の倒壊による即死であった。
焼死者も火災前に絶命してい
た可能性が高い。＊死因不明11人を含む

28



阪神･淡路大震災の確定被害（総務省消防庁：災害報）

地震動被害 火災被害

被災 (被災棟) (罹災世帯) 被災 (被災棟) (罹災世帯)

全壊 １０４,９０６ １８６,１７５ 全焼 ７,０３６

８,９０８半壊 １４４,２７４ ２７４,１８２ 半焼 ９６

一部 ３９０,５０６ ７４１,９６１ 部分 ４４２

合計 ６３９,６８６ １,２１１,２２６ 合計 ７,５７４ ８,９０８

全被災建物 ： ６４７,２６０ 棟

全被災世帯 ： １,２２０,１３４ 世帯(罹災証明）
29



震災２日目の夜、「都市復興が大きな課題」と市長の指示で、３～５日に被害概
況を把握、１週間目に「復興体制」、2週間目に国・県・市で復興会議。

被害概況調査図（上図）を踏まえて、震災２週間後に土地区画整理事業や都
市再開発による市街地復興を目指す区域を、「建築基準法８４条建築制限地
域」に告示、２か月後に都市計画決定を行い、被災地復興がスタート。 30

原資料：神戸市



1/31 建築基準法「84条」建築制限区域の公告

31



①法定事業（都市計画）
・街路事業
・土地区画整理事業
・都市再開発事業
・住宅地区改良事業
②任意事業（都市計画）
・住宅市街地総合整備事業
③個別復興支援事業

32

①重点復興地区・・・黒地地区
②復興促進地区・・・灰色地区
③復興推進地区・・・白地地区



神戸の被災状況と
「市街地の復興」

＜松本地区＞
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

＜御菅地区＞
土地区画整理事業で
市街地の基盤復興

33
地図出典：都市計画学会・日本建築学会(1995)

33



34

神戸市 松本地区 の 震災復興土地区画整理事業

被災前の原状 市街地面積 ８・９ｈａ 居住者 １，２０６世帯 ２，３６７人

被害状況 全壊（全焼含む） ４２９棟 ／ 半壊 ８８棟 被災率 ８１％

土地区画整理事業 事業決定 1996年3月26日 減歩率 ９％ 事業費 ２５０億円



阪神・淡路大震災は“スペシャリスト支援元年”

• 関東大震災こそが「ボランティア元年」であった。

• 阪神・淡路大震災は「ボランティア・ルネッサンス」である（立木）。

• 阪神・淡路大震災の復興は、２日目の「被災地復興」から始まった。

• 復興まちづくり地区を中心に、被災者の個別相談は行政主導で進
められていた。

• しかし、液状化による「土地区画の変形」、「道路境界の未確定」、
「マンション合意」、「借地関係のこじれ」、「仕事の解雇」、「支援申
請の手続き」など、多様な問題が、被災者を取り巻いた。

• １年後、これらの諸問題への支援をすべきだと、弁護士を中心に、
１９９６年「阪神まちづくり支援機構」が発足した。

• この「専門士業支援の活動」つまり“スペシャリスト支援元年”が、
２００４年に東京に“移植”されることになった。

35



４．関東大震災の100年後：首都圏を襲う地震
元禄と大正の関東地震のマグニチュードは
作業委員会での再計算値である。

原図：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）中央防災会議 36



どこで起きるか分らない首都直下地震

37



都心南部地震とは、次に起
きる地震ではなく、政府が
｢首都直下地震対策特別法｣
を検討するために被害規模
が最大になる首都直下地震
として、設定された地震。

都心南部
直下地震

想定震度(2013)

38



都心南部直下地震
（冬夕方・風速８ｍ）

全壊＋全焼棟数

39



都心南部直下地震における建物と人的被害

被害想定項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕方

全

壊

地震動 １７５,０００棟

液状化 ２２,０００棟

急傾斜地崩壊 １,１００棟

地震火災
で焼失

風速３m/s ４９,０００棟 ３８,０００棟 ２６８,０００棟

風速８m/s ９０,０００棟 ７５,０００棟 ４１２,０００棟

全損建物
(全壊･焼失)

風速３m/s ２４７,０００棟 ２３６,０００棟 ４６５,０００棟

風速８m/s ２８７,０００棟 ２７２,０００棟 ６１０,０００棟

建物倒壊による死者 １１,１１０人 ４,６３０人 ６,９６０人

地震火災による死者 ７,０００人 １,７００人 １６,０００人

犠 牲 者 合 計 １８,０００人 ５,４００人 ２３,０００人

負 傷 者 合 計 １１３,０００人 ９０,０００人 １２３,０００人

40



首都圏の全ての地域でMw6.9，
Mw.7.3 が発生した時かつ１９
種の直下地震の最高震度を集成

＊首都圏のどこでも、
震度６強程度の揺れ
となる可能性が高い。

41



＜居住人口密度＞

＜建物密度（棟数密度）＞

42

居住人口 1,400万人

世 帯 数 774万件
（2023年3月）

建物棟数 280万棟

木造 197万棟

非木造 83万棟

５．関東大震災100年後の東京のリスク



都心南部直下地震は区部南部に強震域が。
多摩東部直下地震は区市部に広く強震域。

震度６強
４８５K㎡

43

多摩東部直下地震
（２０２２）

震度6強＋７
４０２K㎡

都心南部直下地震
（２０２２）



直下地震の全壊

都心南部直下地震

全壊 82,200棟

多摩東部直下地震

全壊70,110棟

44



都心南部直下地震

１１８,７００棟

直下地震の火災
（冬18時 風速8ｍ/s）

多摩東部直下地震

９４,４００棟

45



都心南部・多摩東部の被害想定の新旧比較
（冬・18時・風速8m *6,502棟, **3,017棟は全壊後に焼失する重複棟数分を含む）

被 害 項 目
東京湾北地震部

2012（A）
都心南部地震
２０２２ （ａ）

多摩直下地震
2012（B）

多摩東部地震
２０２２ （b）

人
的
被
害

死 者 人 ９,７００ ６,１４８ ４,７００ ４,９８６

原
因
別

揺れ 人 ５,６００ ３,６６６ ３,４００ ３,７１８

火災 人 ４,１００ ２,４８２ １,３００ １, ９１８

負 傷 者
(うち重傷者） 人

１４７,０００
（２１,９００）

９３,４３５
（１３,８２９）

１０１,１００
（１０,９００）

８１,６０９
（１１,４４１）

原
因
別

揺れ 人 １２９,９００ ８３,４８８ ９６,５００ ７４,３４０

火災 人 １７,７００ ９,９４７ ４,６００ ７,２６９

物
的
被
害

建物被害 棟 ３０４,３００ １９４,４３１ １３９,５００ １６１,５１６

原
因
別

全壊 棟 １１６,２００ ８２,１９９ ７５,７００ ７０,１０８

焼失 棟 １８８,３２０ ＊１１８,７３４ ６３,８００ **９４,４２５

避難者（最大） 人 ３３９万 ２９９万 ２７６万 １５１万

帰宅困難者 人 ５１７万 ４５３万 ５１７万 ４５３万

全損棟数の減数率 －36.1％ （(ａ/Ａ)-1） ＋15.8％ ((ｂ/Ｂ)-1） 46



都心南部地震の被害想定（東京都総務局：想定結果）

地震動被害 火災被害

被災 (被災棟) (罹災世帯) 被災 (被災棟) (罹災世帯)

全壊 ８２,１９９ １５４,９５３ 全焼 １１８,７３４

２２３,８２５半壊 ２０７,３４８ ３９０,８７２ 半焼 －

一部 ４５３,７６８ ８５５,３９８ 部分 －

合計 ７４３,３１５ １,４０１,２２３ 合計 １１３,７３４ ２２３,８２５

全被災建物 ： ８６２,０４９ 棟

全被災世帯 ： １,６２５,０４８ 世帯(罹災証明）
47



都心南部直下地震の火災状況のイメージ

炎上出火 ２６８件 １火点の
平均棟数

４４３棟/火点
焼失棟数 １１８７３４棟

木密密度 ６０棟／ｈａ 焼失敷地 ２,０００ｈａ

焼失区域
面積規模
の推計

〜４ｈａ １５３地区 ５５０ｈａ

１０〜１９ｈａ ４０地区 ６５０ｈａ

２０〜２９ｈａ ２５地区 ５５０ｈａ

３０ｈａ〜 ５地区 ２５０ｈａ
48



東京都・震災復興マニュアル（復興施策編）の構成

＜東京の震災復興のポイント＞

・阪神大震災と同じスケジュール
（スピード）で、東日本大震災や阪
神･淡路大震災よりもはるかに大
規模な被害から、どう復興するか。

・災害直後から始める｢被災地復
興｣と「被災者復興」の取り組みを、

・都民や民間事業者とともに「地域
協働復興」で進めるには、“スペ
シャリスト支援”が不可欠

49

＜構成＞
１．復興体制
２．都市の復興
３．住宅の復興
４．くらしの復興
５．産業の復興



６．東日本大震災にみる「被災者復興」と「被災地復興」
〜津波被災者の「復興感」・「回復感」調査から〜

●「復興」とは何だろうか？

●公共事業としての「復興」とは、「復興事業の進捗」で評価されてきた。

●しかし、「被災者にとっての復興とは何か」

「どのように被災者の復興は進むのか」

●被災前を取り戻す「復旧」に対し、目指す目標を達成するのが「復興」！

●でも被災状況も属性も異なる被災者の｢復興｣には“客観的な目標”はない

●被災者の「復興目標」とは、被災者の主観的な自己評価なのではないか。

①生活復興感 ： あなたの生活全般の“望ましい生活”に対して、

現状は何％くらいの復興だと思いますか？

②生活回復感 ： 震災前に比べ、

現在の状況は何％くらいの回復だと思いますか？50
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復興感の高い人が多い
＝復興が進んでいる

回
答
者
累
積
比
率

復興感の比率

被災者が想い描いた「復興
目標」に対して、１年ごとの
各々の復興進捗の現状評価
を毎年2,3月に行ってきた。

左のグラフは、横軸に「一人
一人の復興感」、 縦軸は回
答者の「復興感別の回答率の
累積」である。凹型は復興感
の低い人が多い状況、凸型は
復興感が高まった人が多い状
況である。

東日本大震災・津波被災者の
「復興感」で「被災者復興」を
“見える化”できる

復興感の高い人が少ない
＝復興が遅れている

51

被災者の復興の進捗
は復興感が高まること



東日本大震災 津波からの「被災者復興」 とは何か

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 52
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2017年調査

2016年調査

2015年調査

2014年調査

2013年調査

2012年調査

復興できない
「喪失」

実現できた
「復興」

被災者には、

復興できない「喪失」してしまった

ものがある

被災者には、

Build Back Better ではなく

Build Back 出来ない人もいる

「喪失」したものとは

「回復」でも、「復興」でもなくて、

新しい「創造」でしか越えられない

ものであろう

望ましい生活復興像に対する「復興感」



東日本大震災：津波被災者の｢復興感｣を規定事項
〜重回帰分析の標準化係数による復興感を規定する生活事項の回復感〜

生活項目 ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０２１

日常(食事) ０.２６ ０.２０ ０.１６ ー ０.２４ ー ー ー

買物の便 ー ー ー ー ー ー ー ー

医療状況 ー ー ー ー ー － ー ー

仕事状況 ー ー ー ー ー ー ー ー

家庭収入 ０.２０ ０.２０ ０.１４ ０.１３ ０.２５ ０.３２ ０.１７ ー

近所関係 ー ０.１３ ０.１３ ー ー ー ー ０.１９

子孫生活 ー ー ー ０.２５ ー ー ０.１８ ー

住宅状況 ０.４６ ０.４１ ０.４５ ０.３５ ０.３３ ０.４４ ０.１２ ０.２１

通勤の便 ー ー ー ー ー ー ー ー

外出の便 ー ー ー ー ー ー ０.２４ ー

地域復興 ー ー ー ０.３１ ０.２７ ０.２２ ０.４１ ０.４１

R２（調整済） ０.５１ ０.５６ ０.５９ ０.６２ ０.５８ ０.５４ ０.６６ ０.４４

分析票数１） １７１ １８０ １９０ １７４ １７６ １６９ １８３ ４２２

531) 2012～2018年は継続回答数、2021年は有効回答全数。 変数投入：ステップワイズ法



「被災者の復興」にとって重要な取り組みとは

世帯収入の復興日常生活の復興

未復興
（喪失）

復興済
復興済

未復興
（喪失）

54

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感



復興済

未復興
（喪失）

「被災者の復興」にとって重要な取り組みとは

復興済

未復興
（喪失）

市街地・集落の復興

55

住宅の再建・確保

回
答
者
の
累
積
比
率

回
答
者
の
累
積
比
率

被災者一人一人の復興感 被災者一人一人の復興感



東日本大震災の被災者の「復興感｣と復興の構造

①毎日の食生活
②住まいの再建（見通し）
⑤子供や孫の生活

⑩近助や地域のつながり

生活復興

産業復興

社会復興

基盤復興

被災者復興

被災地復興

災害復興

④仕事の状況
⑥家族の収入
⑦買い物の便

③医療の状況
⑧お出かけの便
⑨通勤交通の便
⑪市街地・集落の復興
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被災者復興と被災地復興

被災地

生活復興
（住宅再建）

産業復興
（企業再建）
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（都市･市街
地）

基盤復興

復興の4次元構造-被災者と被災地-

（企業・仕事）
産業復興

（暮らし･住宅）
生活復興

（コミュニティ）
社会復興

（市街地・集落）
基盤復興

災害復興の
四次元構造
●被災者復興
●被災地復興

生活・社会・
産業・都市の
復興バランス
は地域特性

で異なる
58



「災害復興まちづくり支援機構」は２００４年に結成され、

現在１３士業１７団体で構成し、被災後の復興まちづくり

を円滑に実施し、被災住民の生活の早期安定と被災地の復

興まちづくりの迅速で着実な推進を図るため、様々な民間

専門家等で構成する「災害復興まちづくり支援班」の派遣

とともに、平常時からの情報交換や訓練実施などを内容と

する協定を東京都と各士業団体とで締結しています。

７．復興まちづくり支援機構の設立

59



大規模災害における緊急・応急対策や復興対策を迅速かつ円
滑に進めるには、行政のみならず、数多くの専門知識を有する
民間の個人・団体等の支援を欠かすことはできません。

一方、専門的資格を有する者といえども、災害時における専
門的活動は平常時におけるそれとは異なり、各災害時特有の条
件の下での活動が要求されます。また、個別的・断片的に対応
するのではなく、相互に連携調整を図りつつ、継続的かつ柔軟
に対応する必要があります。

以上から、このような専門家個人や団体が、平常時から連係
を密にし、いざというときの活動の仕組みをつくると共に研鑽
を重ねて行く必要があると考え、関係各位及び諸団体に広く呼
びかけ『災害復興まちづくり支援機構』を設立することにしたもの
です。 （平成16年11月30日 設立総会）

設 立 趣 旨
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震災復興
を支える
17本の矢

＜社会保険労務士＞
被災で労災保険、社会保険は？未払賃金
立替制度など企業、従業員問題の専門家

＜不動産鑑定士＞
被災した土地や建物の経済価値は誰
が決めるのか。不動産鑑定の専門家

＜行政書士＞
様々な行政手続き、何でも相談。さ
まざまに行政手続きで被災者支援

＜土地家屋調査士＞
被災した土地の境界画定や測量、建物
などの不動産の被害調査などの専門家

＜弁護士（3会）＞
お困りごと何でも相談。いろんな

専門家とつなぐコーディネーター役

＜司法書士＞
災害初期の資金確保、罹災証明の取得、借家借地

問題、相続問題、労働問題などの専門家

＜中小企業診断士＞
被災後の事業継続・復興、仮設店舗・工場、

各種補助金申請や商店街まちづくりの専門家

＜公認会計士＞
企業会計や自治体財政の専門家。被

災後の会計業務の専門家

＜税理士＞
被災後の税免除など税金
問題なら、なんでも相談

＜マンション管理士＞
区分所有建物の修理・再建は、合意

形成が不可欠、管理組合を支援

＜公共嘱託登記司法書士＞
公共事業実施に伴う官公署の嘱
託登記を適正・迅速に処理する

＜社会福祉士＞
障害者等の支援・援助
業務や調整の専門家

＜弁理士＞
特許など知的財産の保
護、権利確保の専門家

＜技術士＞
環境・ガレキ処理、宅地・建物の再建・修理、
復興都市計画等、多様な工学技術の専門家集団

＜建築士・建築家＞
建物被災程度の診断、建物再建、
被災地の復興まちづくりの支援
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①被災者復興：全ての被災者（家族）・被災事業所（企業）

に公平公正に支援し、各個人・企業の被災者の復興

（１）居住者（生活復興）・・日常生活の創出

（２）事業者（産業復興）・・事業継続と復興

②被災地復興：地域の課題を解決するべき被災地を選定

し、そこに集中的に費用を投じて進める、被災地の復興

（３）市街地（基盤復興）・・・・市街地整備

（４）コミュニティ(社会復興)・・まちの再生

８．おわりに：二つの｢災害復興」の支援
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• 東日本大震災の津波被災者一人一人の「復興状況」を指標化し
た「復興感」の推移を、福島県新地町、宮城県気仙沼市、岩手
県大船渡市での10年間の定点調査

• 被災者の「主観的復興感」は、食生活など「日常生活の迅速
な回復」、生活の糧である「仕事や世帯収入の迅速な回復｣、
その結果「住宅再建の着実な見通し」が持て、被災した「ま
ち（市街地基盤）の着実な復興」し、「コミュニティの再生」の
進捗に規定される

• 災害復興とは、「日常生活と仕事、コミュニティを迅速に復旧さ
せ、住宅や都市は着実に復興する」こと！

• 生活・産業･地域社会･地域基盤への支援が相互に連携して取り
組まれることが重要！

東日本大震災の、津波被災者の「復興感」に学ぶ
“災害復興”とその“復興支援”の基本方向
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東京の震災復興に必要なのは

•復興まちづくり支援機構の｢１７本の矢｣
は結束し、支援力を高めるか? そして

•復興主体である「市民・企業」と「行政」が
加わった１７本＋２本＝「１９本の矢」の
信頼と連携の強化であろう！

ありがとうございました。
中林一樹
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